（要領－２）
平成28年度 横浜市自立生活安定化支援事業業務委託　申請書類

（申請団体役員名簿）

	団体名

（商号又は名称）
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)



	住　所
	〒




	役職
	氏　名
	フリガナ
	性

別
	住　所
	生年月日

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　応募者の資格要件に規定する「暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員の統制下にある団体でないこと」を確認するため、横浜市が神奈川県警察本部に対して調査・照会資料として使用することに同意いたします。
平成　年　月　日

所　在　地：
団　体　名：

代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　　印

（要領－３）
年　　　月　　　日
横浜市契約事務受任者
　　　　　所　在　地
　　　　　　商号又は名称
　　　　　　代表者職氏名
質　問　書
業務名：平成28年度　横浜市自立生活安定化支援事業業務委託
	質　　問　　事　　項

	


回答の送付先　　　　　　
担当部署
担当者名
電話番号
ファクシミリ番号
注：質問がない場合は質問書の提出は不要です。

（要領－４）

法人概要

	法人名
	（フリガナ）

	
	

	法人所在地
	〒



	代表者氏名
	（フリガナ）

	
	

	資本金
	

	主な営業種目
	

	その他
	


（添付資料）

１　団体の定款

２　前事業年度の事業報告書

（要領－５）

１　基本事項

　1.1　　業務実績

	


　※契約書等、過去３年間の同種・類似の業務実績が分かる資料を添付すること。

　1.2　　事業目的と効果
	


　1.3　被保護者に対する支援
	


　1.4　コスト

　※　概算見積書を提出すること。（様式自由）

２　実施体制に関する事項

　2.1　支援スタッフの体制

　（１）予定支援スタッフ　　【配置予定人数　　　　人】

	
	予定支援

スタッフ名
	所属・役職
	本事業専従

本事業以外の業務との兼業
(どちらかを○で囲む)
	備考

	統括責任者
	
	
	専従　・　兼業
	

	転居支援員
	
	
	専従　・　兼業
	

	
	
	
	専従　・　兼業
	

	自立生活支援員
	
	
	専従　・　兼業
	

	
	
	
	専従　・　兼業
	

	上記以外のスタッフ
	
	
	専従　・　兼業
	

	
	
	
	専従　・　兼業
	


　注１：所属・役職については、提案書の提出者以外の企業等に所属する場合は、企業名等についても記載すること。

　注２：統括責任者、転居支援員、自立生活支援員について、兼務する場合はその旨を備考欄に記載すること。

　注３：欄が不足する場合は、適宜追加して記載すること。

　（２）スタッフの休業・退職時の対応策

	


　2.2　予定支援スタッフの経験等

　（１）予定支援スタッフの経歴等

	役割
	氏名
	生年月日

	
	
	

	担当する分担業務の内容

	

	所属・役職

	

	保有資格（資格の種類、取得年月日）　

	

	業務経歴等

	

	その他（雇用条件等）

	

	履行中の業務の状況（　　年　　月　　日現在）

	業務名称
	発注機関名称
	履行期限

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　　注１：予定支援スタッフ１名ごとに作成してください。

　　注２：役割欄は、統括責任者・転居支援員・自立生活支援員などの別を記入してください。

　　注３：保有資格について、資格を証するものの写しを添付してください。

　　注４：業務経歴、その他については、今回業務と同種・類似業務等を中心に記入してください。

　（２）予定支援スタッフの同種・類似業務実績

	役　割
	
	氏　名
	

	業務名称
	

	発注機関名

住　　所

電　　話

担当者名
	

	実施時期
	

	業務概要
	

	技術（業務）的

概要
	


　注１：予定支援スタッフ１名ごとに作成してください。

注２：役割欄は、統括責任者・転居支援員・自立生活支援員などの別を記入してください。

　2.3　支援スタッフの育成・研修

	


３　支援に関する事項

　3.1　転居支援

	ア　物件情報の収集、仲介業者等との連携についての具体的な取組

	

	 イ　保証会社、緊急連絡先の確保や緊急時の出動体制について

	


 ウ　転居に不安を抱える対象者とどのように信頼関係を築くか、支援の手法や手順等について

	

	

	エ　その他、転居支援に関して必要と考える取組

	


　3.2　自立生活安定化支援

	ア　体験アパートの確保及び体験アパートを利用した生活支援についての具体的な取組

	


	イ　自立生活安定化に向けた家計相談支援や転居後のアフターフォロー等支援プログラムについて

	


	 ウ　その他、地域での自立生活安定化のために必要と考える具体的取組

	


　3.3　業務上の連携

	


